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前回、巨大プラットフォーマーによる小売業のDX

について取り上げたが、こうしたDXの動きはサプラ

イチェーンのより上流に位置する製造業にまで波及

し始めている。消費者ニーズの多様化や消費体験重

視へのシフトなどを背景に、C2M（Consumer to

Manufacturer）の注目度が高まっている。従来の製

造プロセスは、生産者と消費者の間に直接的な接点

はなく、生産者が商品を生産し、それを以って消費

者にアプローチするという生産者主導のプロセスで

あった。しかしC2Mでは、消費者の需要を起点に、

ビッグデータを介して生産者に製造を依頼するとい

う、消費者主導のプロセスになっている。データを

活用することで、生産者は消費者のニーズや嗜好を

把握し、製品の開発期間の短縮や流通プロセスの圧

縮など生産や流通を大幅に効率化することができ、

また消費者は、自分の嗜好に合った商品を手に入れ

られる。2018年、中国C2Mの取引額は約175億元で

あり、Eコマース（EC）市場の中で4％程度だった。

しかし2022年には420億元に拡大すると予想されて

いる【図表1】。
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図表1 中国C2Mの市場規模

（2018年、2022年）（億人民元）

（出所）iResearch

C2M発展の鍵となるのは消費者の購買データだ。

膨大なデータを抱える巨大プラットフォーマーが存

在する中国では、こうしたC2Mの発展を促しやすい

環境が整っていると言える。巨大プラットフォー

マー達はすでにC2M市場のポテンシャルを見据えて

動き出している。例えばソーシャルネットワークEC

大手の拼多多（Pinduoduo）は、自社ブランド製品

を持たない生産者と連携し、同社が抱える膨大な消

費者ニーズを基に製品を開発し、オリジナルブラン

ドとしてマーケットプレイスで販売している。例え

ばある企業が開発したロボット掃除機は、大手ブラ

ンドの3分の1程度という低価格に加えて、部品の調

達先や生産工程の情報を消費者と共有することで信

頼を獲得し、大きな成功を収めた。同社は2018年に

「新ブランド計画」を発表して以降、多くの工場を

支援することで新ブランドの育成をめざしている。

アリババもまた、工場と消費者をつなぐことで低価

格を実現した「淘宝特価版」、工場の生産性向上を

めざした「スーパー工場計画」などを発表し、C2M

に向けた戦略を着々と打ち出している。他にも、EC

大手の京東（ JD.com ）やゲーム大手の網易

（NetEase）など、すでに多くの大企業がC2M戦略

を実践している。

次代を担う中国の成長産業 ～DX編②～

既に動き始めているプラットフォーマー

C2Mを実現させるためには工場の生産工程におけ

るDXの促進が必須条件だ。アリババは2020年9月、

スマート製造プラットフォーム「犀牛智造（Rhino

Smart Manufacturing）」のスマート工場を公開し

た。アパレル製品を生産するこの工場では、アリバ

バが蓄積したAIやIoTの技術を用いて、生産余力のあ

る生産ラインに優先的に原材料を振り向けて生産性

の向上を図り、小規模の注文を短期間で生産・配達

することなどが可能になったとされる。「カスタマ

イズされたアパレル製品の量産」を実現した例と言

えるが、こうした工場のDXが他の産業にも波及して

いくことが期待されている。このように中国では、

巨大なプラットフォームを介し、下流の小売業から

上流の製造業に至るまで、サプライチェーン全体の

DXが進んでいる。
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